予算要求資料
平成28年度当初予算　支出科目 款：農林水産業費 項：農業費 目：園芸特産物対策費
	事業名　元気な園芸特産産地育成対策事業費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　農政部　農産園芸課　野菜係　電話番号：058-272-1111（内2866）

　　　　　　　E-mail： c11423@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　4,000千円（前年度予算額：4,000千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	4,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,000

	要求額
	4,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,000

	決定額
	4,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,000


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・生産者の高齢化や輸入農産物の増加による価格低迷、生産資材費の高騰等などから野菜産地の規模は縮小傾向にある。

 ・朝市等の生産者は高齢者、女性が大半で組織的な取り組みが弱く地域資源(農地、労働力、在来品種等)を十分活用できていない。

・このような状況の中、本県園芸特産農業は多様化する消費者ニーズに応える生産・流通・販売体制の整備等が急務となっている。
（２）事業内容

【事業目的】
・試験研究機関や民間企業等において開発された新技術等をいち早く産地に導入し、迅速に普及させることで、園芸特産産地の基盤強化と新たな産地の育成を図る。
・朝市産地等を対象に遊休農地や高齢者・女性の能力等、地域資源の活用を通して、生産量の確保及び品揃えの拡大を図る。

【支援内容】
・産地強化タイプ

試験研究機関等で開発された生産性向上技術等の新技術を産地で実際に導入するために必要な機械・施設等に対して助成する。

・産地育成タイプ
    　  地域において新たな品種・品目を導入し産地を形成する為に必要な機械・施設等に対して助成する。
　　・朝市等産地活性化タイプ
　　　　朝市等直売所に出荷する団体を対象に園芸特産物の量と品揃えの拡大に必要な生産機械・施設や園芸特産物の加工・販売機械・施設等に対して助成する。
　　【実施主体】市町村、ＪＡ、営農組織等

　　【実施年度】平成28～30年度

（３）県負担・補助率の考え方

　　　１／４以内
（４）類似事業の有無
　　・「元気な農業産地構造改革支援事業」
　　　本事業により技術が確立し、普及が見込める新技術については、元気な農業産地構造改革支援事業を活用し普及拡大を図る。
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	4,000
	新技術機械、直売出荷用ハウス等導入補助

	合計
	4,000
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　「ぎふ農業・農村基本計画」
　　　４－２－２　地産地消の推進
　　　地産地消を推進するため、朝市・直売所の充実を図る。
県単独補助金事業評価調書
	□  新規要求事業

	■  継続要求事業


	補助事業名
	元気な園芸特産産地育成対策事業費補助金

	補助事業者（団体）
	市町村、農業協同組合、営農集団等

	補助事業の概要
	（目的）新技術や新品種導入を通じた産地強化・育成、朝市等直売組織の小規模な機械・施設導入への支援を通じて園芸特産物産地の活性化を図る。
（内容）産地強化・育成や朝市等産地活性化に必要な機械・施設等に対して助成する。

	補助率等
	定額・定率・その他

（1/4以内）

	補助効果
	省力化や低コストに資する機械施設等の導入により、産地の強化が図られる。

直売所用パイプハウス等の施設導入により直売所の品揃えの充実が図られる。

	終期の設定
	終期２７年度
（理由）事業開始から３年以上経過


（事業目標）

	・終期までに何をどのような状態にしたいのか

朝市産地等を対象に遊休農地や高齢者・女性の能力等、地域資源を活用し、生産量の確保及び品揃えの拡大を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前

(H26年度末)
	目標

(H28年度末)
	目標

(終期)

	1 直売所販売額
	129億円
	133億円
	137億円

	2 
	
	
	


	
	H24年度
	H25年度
	H26年度
	H27年度
	H28年度

（要求）

	補助金交付実績
	3,976千円
	3,864千円
	4,000千円
	(予算額)

4,000千円
	(要求額)

4,000千円

	指標①目標
	121億円
	124億円
	127億円
	130億円
	133億円

	指標①実績
	121億円
	127億円
	129億円
	(推計値)

－
	(推計値)

－

	指標①達成率
	88.3％
	92.7％
	94.2％
	(推計値)
－％
	(推計値)
－％


（前年度の成果）

	・直売所に出荷する産地のパイプハウス導入により園芸特産物の量や品揃えの拡大が図られた。

・アスパラガス自動選別機導入により、集出荷効率化を図られた。

・なす独立袋栽培液肥混入装置の導入により生産性向上を図られた。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　各産地において産地の強化や新品目の産地づくりを検討しているほか、県下の直売所等の開設も多く、事業費の上限を超える可能性がある。


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	県民へ安心・安全な農産物を供給する必要があるが、農業を取り巻く情勢は厳しさを増している。このため、産地の強化や新たな産地の育成を図るために試験研究機関等で開発された新技術等の機械施設等に対する助成が必要である。

また、直売所における園芸特産物の量や品揃えの充実を図るため、機械施設等に対する助成も必要である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている

△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	　省力化や低コストに資する機械施設等の導入により、産地の強化が図られている。

　また、直売所用パイプハウスの施設導入により、直売所等の品揃えの充実が図られている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	　年度毎に事業計画書を作成、事業内容を精査し、実施方法の効率化に努めている。


（事業の見直し検討）

	県民への安全・安心な農作物の供給、産地の強化を図るため、引き続き支援が必要である。


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止

（理由）本事業により、新技術の導入による産地の強化や新産地の育成が図られるだけでなく、直売所等の品揃えや量が向上することで、地域の活性化や遊休農地の活用、雇用の創出が図られるため、引き続き事業を実施する。


